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人誤訳ンサスの方法転換問題と『EC：Red艶rロ報告』（その3）

　　　　　一行政登録簿型人頭センサスの社会的制度的な成立条件一

如2 砂 灘 区良

第1節　行政登録簿情報の特徴と問題点

　先述したように、『Redfbrn報告』の社会的な背

景となった統計事象は、全数調査型人ロセンサ

スの危機的状況と行政登録簿型人ロセンサスの

出現である1）。『Redfbrn報告』は、行政登録簿型

センサスの情報的技術的な条件にかんする考察2）

に続いて、登録簿型センサスの情報的技術的な

「長所・短所」の考察に移っている。それは、

行政登録簿システムの社会的制度的な条件に

よって規定されているから、登録簿型センサス

情報の社会経済的な側面を明らかにするための

素材を与えている。『Red飴rn報告』は、登録簿型

センサスの「長所」として、つぎのような特徴

を指摘する（S．63～S．64）。

1）登録二型センサスは、調査型センサスと同

　　様に、「原則として、すべての人を把握し、

　　小地域や少住民階層にかんする人口統計を

　　提供すること」ができ、さらに、行政登録

　　簿から統計データを抽出することが容易で

　　ある。したがって、予算が許容するかぎ

1）拙稿「人ロセンサスの方法転換問題と『EC：Red驚rn

　報告』（その1）一伝統島人ロセンサスの社会的限
　界一」『経済学研究』（九州大学）第71巻第5・6号、

　2005年、第1節参照。
2）拙稿「人ロセンサスの方法転換問題と『EC：Red距rn

　報告』（その2）一行政登録簿型人ロセンサスの情
　三三技術的な成立条件一」『経済学研究』（九州大学）

　第72巻第2・3合併号、2005年。

　　り、センサス統計を、頻度高く、とくに数

　　多くの計画的財政的な措置に必要なデータ

　　である地域別および人口学的基本指標（年

　　齢、性別）別の人口統計を、毎年作成でき

　　ること

2）行政登録簿では、データが経常的に更新さ

　　れるから、「時間次元が一つの役割をもつ

　　縦断面的な調査研究」（出生・結婚のよう

　　な人口変動要因や就業状況の異動経過）に

　　最適であること

3）必要なデータが、「行政システムの日常業

　　務」において編成されるから、センサスが

　　国民に課す負担が少ないこと、もちろん、

　　「統計目的のために追加的なデータ調査が

　必要であれば、長所とはならないが、……」。

4）登録簿型センサスでは、「5年か10年に一度

　　の調査期日に、包括的で明らかに審問的な

　　調査票が届けられることによって引き起こ

　　される抵抗が発生しないこと」（1983年版

　　Red艶rn報告（S．36）によると、「それが、多

　　くの国で、登録簿型センサスへの移行を決

　　回するきわめて重要な論点である」。）

5）登録簿型センサスの基礎となる多くの主要

　　な登録簿システムは、もともと行政目的の

　　ために管理・運営されているために、セン

　　サス経費は、「限界費用（Grenzkosten：行

　　政登録簿との接続経費＋データ連結費＋統
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　　計製表費……筆者注）」だけで済み、「伝統

　　型センサスで、経費のほぼ5割を占めてい

　　る実査業務（調査票の配布と回収）のため

　　の経費を回避すること」ができるから、著

　　しく廉価であること（もちろん、ここでも、

　　統計目的のために追加的な調査が必要であ

　　れば、節減効果は少なくなる）。

　このように行政登録簿型センサスには、セン

サス経費とセンサス情報にかかわる優れた特徴

が見受けられるが、それは同時に政治的社会的

に受容されるべき、あるいは統計政策的に解決

されるべき社会的制度的な課題を抱えている。

『Red貧ern報告』によると、「登録簿型センサスに

関心を表明する国は少数であって、それは登録

簿型センサスに入念な吟味を要する重大な短所

および問題点と結びついていると言う見解が支

配的である」。1）～5）の特徴ごとに、行政

登録簿型センサスが抱える社会的技術的な課題

を指摘すると、①個人情報がいろいろな行政登

録簿情報の連結によって包括的に把握されるこ

と、②統計システムの内部であれ、個人識別番

号と匿名化されない調査個票データが恒常的に

存続すること、③行政登録簿によって異なる記

載方法、把握事項の定義と把握時点の調整が必

要であること、④行政登録簿のデータ更新が経

常的になされなければならないこと、および⑤

行政登録簿によって異なる個人情報の精度と完

備性が調整されなければならないことである。

　『Redfern報告』は、課題①と②については、

行政登録簿型センサスの統計制度と社会的受容

性にかんする論点として二二（本稿第2節）に

委ね、課題③～⑤については、行政登録簿シス

テムに起因する登録簿型センサスの「典型的な

問題点」として、4つの論点に分けて考察して

いる。（1）行政登録簿の記載事項の範囲と精

第72巻　第4号

度にかんする問題、（2）登録簿記載事項の概

念・定義とその変更の問題、（3）登録簿記載事

項の同時性と把握期間の問題、および（4）行

政登録簿の社会認識方法としての限界性がすな

わち、それである。

　4つの問題点の基本的な原因は、個々の行政

登録簿は、それぞれの特殊な行政目的にそっ

て、特殊な行政機能を担っていることにある。

第、1の問題点は、行政登録簿における記載事項

の範囲と精度が、登録簿によって区々であっ

て、記載事項の更新度も異なることである。二

二におけるセンサス事項の把握度にかんする比

較考察が示しているように、「（行政登録簿型セ

ンサスにおいて……筆者注）信頼できるデータ

は、人口にかんする基本データ（含家族関係，

結婚，出生）と特定の把握事項（所得）であり、

信頼できないデータは、世帯構成、人種、言語、

労働時間、通勤手段、および住宅事情であっ

て、このような情報には行政側からのデータ需

要が少ないか、全くないからである」。また、

「このような間隙を、行政記録の設問を補足」

変更することによって埋める試み」は、「統計目

的のデータの精度には、関心がないから」、「そ

のような方法手続きは、申告者と記録作成官庁

双方にとって不人気である」。デンマークの登

録簿型センサスにおいて発生している就業デー

タにかんする問題点は、このような行政登録簿

の情報性格をめぐる行財政的な事情を物語って

おり、スウェーデンでも同様の問題が起こって

いる（S．65）。Lars　Thygesen（デンマーク統計局

長）は、行政過程において、「行政登録簿のデー

タは、とくにその組織的な利用がなされていな

いときには、統計目的に利用する以前に、点検

し、かつ妥当性を審査すべきである」（1983）と

発言している。
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　第2の問題点は、行政登録簿における記載事

項の概念・定義の一般性と、その時系列的な比

較可能性にかかわっている。『Red飴rn報告』は、

登録簿型センサスの頻度の高さと短期指標とし

ての有用性を強調するとともに、それが、伝統

型センサスとは異なり、「設問の内容と定義を

容易に変更できる弾力性」をそなえていないこ

とを指摘する。登録簿型センサスは、「登録簿

の内容・定義が、行政システムに拘束されてい

る」ために、「定義が統計概念とは相当に異な

り、さらに法規定の変更によって、定義の継続

性が断絶する。その例が税務局における登録簿

の所得データである」。換言すると、『Redfbrn報

告』は、行政登録簿の特殊行政的な硬直性と偏

三二がセンサスの基本原則（とくに一般性の原

則）に必ずしも適合しないことを看破している

（S．65～S．66）。

　第3の問題点は、行政登録簿の申告様式と手

続きが、センサス情報を把握する基本原則（同

時性の原則〉にそぐわないことである。

『Red飴rn報告』によると、登録簿型センサスの

頻度の高さにもかかわらず、「それには、伝統

型センサスには見受けられない、センサス期日

（把握時点）にかんする二つの弱点がある」。

　「弱点」の第1は、センサス事項の把握時点を

客観的に設定する困難性であって、伝統型セン

サスが、調査期日の設定によって瞬時的な静態

性を確保できるのにたいして、「登録簿型セン

サスでは、登録簿データがかかわる時点・期間

に甘んじなければならない」。例えば、センサ

ス事項「就業状況」の把握時点・期間は、調査

型センサスでは期日以前の一週間であるが、登

録簿型センサスでは、「税務登録簿がかかわる

財政年度全体である」。

　第2のもっと大きな「弱点」は、センサス事

項の把握時点が行政登録簿によって異なること

である。「伝統型センサスは、すべての回答を、

調査期日後に整理・集計のために提供すること

ができる」が、統計目的に利用される行政登録

簿のデータの適時性は、「行政業務の手続きと

機械読み記録が更新される速度」に依存するか

ら、登録簿型センサスが、データ処理行程の整

合性と効率性を高めることは難しい。「デン

マークの1981年センサスにおける雇用データ

は、雇主の税務申告が年次報告であって、税務

局のデータファイル処理が困難であったたため

に、センサス結果に遅れが発生した」（S．66）。

　第4の問題点は、行政登録簿の目的と機能

が、社会事象の全体認識にはないことに基因す

る。

　『Red俺rn報告』は、行政記録の利用が、「現代

生活の複合的で判然としない特徴を把握する方

法としては勧められないという批判」に着目す

る。具体的には、「第2住宅の増加、部分時間

教育・就業の拡大、影の経済の存在、結合が確

定的でない家族・世帯の増加」等が、行政登録

簿によって正確に把握することを困難にする社

会事象である。さらに、「行政調査への回答は、

個別的な特殊利害によって歪められる」。

『Redfbrn報告』は、「伝統型センサスは、この

ような状況を把握するより良い方法の一つ」で

あって、「少なくとも影の経済における雇用が

申告される可能性がある。このような事項を基

本的に明らかにするためには、標本調査がもっ

と良い∫と、登録簿型センサスのもとでも、統

計調査が併行する可能性を示唆している
（S．66）。

　行政登録簿は、もともと国民各個人の政治的

経済的な権利・義務関係を記録し、公証するた

めの個別情報システムであって、社会事象にか
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んする総体的な情報をもたらすための社会認識

的な情報システムでない。ここでは、行政登録

簿の特殊行政的な目的と機能が、登録簿の情報

性格を規定することから、『Redfbrn報告』が、

行政登録簿のセンサス方法としての適合性、す

なわち多様で流動的な社会状況を客観的に認識

する方法としての適合性（センサスの一般性の

原則）を問うていることに留意しておこう。

　『Red6ern報告』は、行政登録簿型センサスの優

位点と劣位点を総括して、スカンディナヴィア

国では、「その優位点（統計の頻度、国民負担

の軽減、少ない経費）が欠点（特定の登録簿デー

タ（就業）の低い精度や国勢調査事項の欠落）

を上回るという評価が支配的であること」を紹

介する。そして、個人識別番号制度と住民登録

簿をデータ連結の「基本単位」としてそなえる

統合型行政登録簿システムの存在が、登録簿型

人ロセンサスの成立条件であることを再び強調

している。また、簡易全数調査の二二データと

行政登録簿データの結合（スウェーデン）、お

よび統計目的と統計需要を考慮した行政登録簿

の設定（デンマーク）によって、登録簿型セン

サスが改善されること、および登録簿型センサ

スを補強する標本調査の役割（①登録簿データ

の把二度と精度の審査、②行政的な定義をまと

う登録簿データの統計的な推定値への転化、③

センサス方法の転換によって断絶するセンサス

値の直接的な比較）が再説されている（S．67）。

　他方、『Redfbrn報告』は、他の調査対象国に

ついては、「登録簿型センサスを実現するため

には、行政登録簿システムの構築とそのデータ

精度の向上に相当な課業が必要である」と、人

ロセンサスの方法転換については、否定的であ

る。それによると、「このような課業は、第1

に行政的政治的な基礎付けから実施されるべき

第72巻　第4号

である」が、「（ほとんどの国の）地方住民登録

簿の創設が、すでに半世紀以上以前であるのた

いして、このような課業にかんする試みの経験：

は、近年少ない」。さらに、「中央住民登録簿と

個人識別番号制の導入が第2次大戦後であっ

て、ここ10年間に開始された」ベルギーやルク

センブルクの統計事情を考慮すると、多くの国

では、登録簿型センサスへの移行が困難である

と結論づけられている（S．73～S．74）。

　『Redfbrn報告』は、「行政的政治的な課業」の

遂行困難性とともに、住民登録簿の精度の低さ

を行政登録簿型センサスへの移行が進展しない

情報的技術的な要因として特記する（S．74）。そ

れは、繰り返すまでもなく、住民登録簿が登録

簿型センサスの基本データソースであり、行政

登録簿情報を連結する基本単位システムである

からであって、『Redibrn報告』は、「精度の不十

分さ」をもたらす社会的制度的な要因を指摘

し、それが発生する社会的な事由を紹介してい

る。

　第1の要因は、記載データの更新、とくに住

所変更届けの遅延・怠慢であって、届出にたい

する関心の低さや利害得失によって引き起こさ

れる。それは、住民登録簿の行政目的が少な

く、また市民と官庁の接触が稀である国では、

「社会的な習慣」となっている。イギリスとフ

ランスの経験によると、選挙目的に特殊化して

いる選挙者登録簿（個人の意志で、資格年齢時、

移動時に登録）では、登録の義務があるにもか

かわらず、若年齢層の把握度が低く、記載デー

タも陳腐化している。逆に、登録簿が多様な行

政業務に利用されていることが、「届出にたい

する確実な誘因」であって、それが、北欧諸国

と南欧諸国における住民登録簿の登録度にかん

する対照性を際だたせる基本的な理由であると
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（S．74）。　　　　　　　　　　　　　　　　　　を具体的に確認することができる。

第2の要因、すなわち登録簿における転出者

の削除・抹消手続きの不完全さは、「多くの調査

対象国が報告している『住民登録簿の特別な弱

点』である。それは、所得や社会保険にかんす

るデータファイルの年次更新（氏名消去手続

き）によって、はじめて該当者の転出が確認さ

れたり、全数調査島人ロセンサスが「事象発生

を確認」する代替法として「機能」しているか

らである。（しかし、後者では、家族の回答が

によっては、転出は不明のままである）（S．74～

S．75）。

　第3の要因は、全数調査型センサスでも発生

する重複登録の存在（第2住宅での把握等）で

ある。それは、さらに住民登録簿や選挙者登録

簿では、日常的に見受けられる今日的な事象で

ある。『Red5ern報告』は、地方登録簿の重複を防

止する有効な方法として、フランスやスペイン

の事例（自動化された中央登録簿の創設）を紹

介している（S．75））。

　ところで、『Redfbrn報告』によると、住民登

録簿の誤差を引き起こす原因は、住民の「怠慢」

や「利害得失」だけに負わされるべきではない。

それは、住民登録簿の運営主体である市町村が

人口数（住民登録簿人口やセンサス人口）に財

政的な関心（人口が国家資金の一つの配分指標）

を寄せ、人口の過剰把握を「援助」（nachhelfen）

するからである。ここでは、住民登録簿が、政

府が提供する多くの行政サービスを基礎づける

一般的な行政登録簿であるにもかかわらず、そ

れが人賦センサスの基本的なデータソースとし

てそなえなければならないセンサスの基本原則

（とくに同時性と完全性（全数性）の原則）が、

政府と国民の、および中央政府と地方政府の特

殊な利害関係によって歪められる社会的な事情

第2節　行政登録簿直人ロセンサスが成立する

　ための社会的制度的な条件

　前節までに考察したように、『Red5ern報告』に

よると、行政登録簿型人ロセンサスが成立する

ための技術的組織的な条件は、行政登録簿シス

テムの統合化を可能にする「有効な住民登録簿

と個人識別番号制」が機能していることであ

る。それは、国家の行政システムに依存し、統

計システムにとっては、言うなれば外生的な独

立変数として与えられる。したがってそのよう

な技術的組織的な条件に適合する人口統計シス

テムと、それを受容する社会的な条件、および

統合型行政登録簿システムを成立させる政治シ

ステムが問われなければならない。それが、

『Redfern報告』の第V章「行政登録簿型人民セ

ンサス」後半と第VI章「行政登録簿を改良する

ための行政的政治的根拠」の課題であって、デ

ンマークにおける行政登録簿型のセンサスシス

テムを、統計システムモデルの規準として考察

が進められている。

（1）行政登録簿型人ロセンサスの統計制度的な条件

　登録簿亡帝ン号スが成立する情報的技術的な

条件は、先節冒頭に指摘した行政登録簿の個別

データを連結する可能性と人口登録簿を恒常的

に設定する可能性である。それを保障するため

の統計制度的な条件は、①統計局が統計目的の

ために、行政データファイルを連結でき、②統

計局が、政府の各省庁から独立し、国民の信頼

を得ることができる法制的な条件が与えられて

いることである。デンマークでは、調査型セン

サスから登録簿型センサスに移行にするため
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に、早くから制度的組織的な条件が整えられて

きており、そのための「法律的制度的な枠組み」

は、1966年統計法によって与えられている3）。

その骨子は、つぎのようである。

1）中央統計局の「財政と人事」は、経済・財

　政大臣の権限事項である。しかし「活動計画

　の最終決定権」は、同大臣が委員（7名）を

　指名する監査会（会長は中央統計局長）に与

　えられることによって、中央統計局の独立性

　が確保されていること　（統計政策と統計局の

　自立性）

2）中央統計局には、①政府各省庁が行政目的

　のために収集・保管したデータを、統計目的

　のために請求し、利用する権限（全権）と、

　②そのようなデータを含む行政登録簿の策定

　に関与する権限が付与されていること（統計

　目的のための行政登録簿データの利用可能

　性）

3）個人データの自動処理にかんする法規（1978

　年行政登録簿法）によって、①中央統計局内

　部に、行政登録簿の個人関連データから策定

　される登録簿（人口統計登録簿）を設定する

　ことが例外的に認められ、人口統計登録簿に

　おけるデータの連結は、行政登録簿法が定め

　るデータ保護機関に届出でる必要がないこ

　と、②一方では、中央統計局から他の機関に

　識別できるデータを譲渡することが制限さ

　れ、他方、市民には、人口統計登録簿に記載

　されている彼自身にかんするデータセットを

　利用・訂正する権利がないこと（統計目的の

3）デンマークの統計登録簿型統計機構については、
　工藤弘安「レジスターベースの統計制度」日本統計
　研究所『研究所報』No．16、1989年および「統計調

　査における情報提供（H）一事例研究：デンマーク
　その1一」『経済研究』（成城大学）108巻1990年が
　ある。

第72巻　第4号

　ための行政登録簿データを連結する統計登録

　簿の設定とデータ保護のためのその独立・遮

　蔽イヒ）　（S，75～S．76）。

　統計政策と統計活動の主体である統計機関の

独立性は、デンマークシステムの「第1の特徴」

であって、それが、国民にはプライバシー保護

とデータ保護の保障要件として受けとめらてい

る。とくに登録簿型センサスでは、行政登録簿

がセンサス情報の直接的なデータベースである

から、「統計と行政の分離原則」を確保するため

には、行政官庁と統計官庁の混在ではなく、統

計官庁の完全な組織的分離が、データ連結め基

本原則として受け入れなければならない。この

ような統計機関の独立性は、他のいくつかの調

査対象国でも見受けられる。例えば、オランダ

では、デンマークと同様に、中央統計局の自立

性が確立し、アメリカとイギリスの統計機関

は、「所管大臣に直接的な責任を負う中央政府

機構の統合的な機関」であり、ベルギーでは、

統計審議会が重要性をもつことが、国民の信頼

性を強めるように作用している（S．76）。

　つぎに、統計目的ための行政データファイル

の獲得・利用についても、デンマークシステム

では、統計機関に、既存の行政登録簿から個別

データを得る事後的な利用権だけでなくて、新

しい行政登録簿システムの設定に関与する積極

的な権限が認められている。調査対象国の多く

では、行政登録簿の統計目的利用には制限をな

くす議論がなされているが、制限の程度は、

区々である。ベルギー、フランス、ルクセンブ

ルクやスウェーデンでは、個人識別番号による

データ連結の技術的な可能性が存在するが、統

計目的のためであっても、データ保護機関の許

可が必要である。また、「いくつかの国では、

法制的行政的に個別データを共通機関へ譲渡す
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ることを禁止し、統計目的のためでさえ、デー

タの連結は認められていない。例えば、イギリ

スでは、人心センサスデータと租税台帳の所得

データが、これまで結合できなかったことが報

告されている。

　ドイツの1983年人ロセンサスにたいする連邦

最高裁判所の判決によると、統計目的のために

識別可能な個人データを譲渡ないしは連結する

ためには、該当の統計調査法が、それを認容す

ることが必要である。また、人ロセンサスの基

本原則として、「国民の負担を軽減し、私的領

域への介入をできるだけ少なくする方法の開発

と適用」を義務づけている。また、同判決は、

「人ロセンサスに代替する方法にかんする審

理」において、受容できる方法としては、行政

登録簿型センサスの可能性を排除している。分

権的な統計システムをとるアメリカでは、1970

年代末に、統計センターが「飛び地（Enklave）」

の法的地位を得ることによって、統計目的のた

めに行政データファイルのデータを、統計機関

に「自由に流通させること」が構想されている。

そして、統計センター構想では、識別可能な個

別データを統計目的以外に利用することが制限

されているにもかかわらず、1983年に行政管

理・予算局が提出した法案が、「反対者に、国

民は、それを（統計機関と行政機関間の）双方

向のデータ流通と見なすことによって、統計調

査やセンサスに否定的に反応するという懸念」

を表明させ、また、それが「ニュース報道の激

しい批判」を引き起こしたために、構想は断念

されている（S．76～S．77）。

　最後にデンマークでは、政府統計と行政登録

簿にかんする二つの法律が、統計機関の独立性

と遮蔽化を保障することによって、データ保護

を確立する。ヨーロッパ諸国でも、データ保護

制度が早くから整えられてきている（各国の

データ保護法の成立年：スウェーデン1973年、

ドイツ77年、フランス78年置ルクセンブルク79

年等）。とくに、自動化された個人データの処

理を規定する法律は、「国民の安静化」のために

重要である。しかし、それは、同時に統計機関

に「行政的な負担」を追加し、行政データファ

イルの統計目的利用を制限する。『Redfbrn報

告』は、データ保護が統計活動に課す「負担」

を具体的に紹介している。

　それによると、1984年のイギリスのデータ保

護法は、「欧州理事会の個人データの自動処理

における人権保護にかんする協約」（1981年）に

拘束され、フランスの「情報と自由にかんする

法」は、公共部門が運営する個人データの自動

処理にかんする法規定にたいして、独立のデー

タ保護機関の勧告を求めることを義務づけてい

る。ドイツのデータ保護法は、法規定の遵守を

監視するために、連邦次元だけでなくて、州次

元でもデータ保護委員を任命している。また上

述の83年人民センサスにたいする違憲判決は、

センサスの方法と手続きに「新しい制限」（個

人票の導入等……濱砂注）を設けている。個人

情報の保護において先駆的な意義をもつス

ウェーデンのデータ保護法は、新しい行政デー

タファイルの設定と連結には、データ保護機関

の認可が必要であることを定めている（S．78～

S．79）。さらに、遅れてデータ保護法案が議会

に提出されている諸国（ベルギー、イタリア、

ポルトガルとオランダ）のなかで、ベルギーで

は、すでに中央個人登録簿とそれに結びつく個

人識別番号制（含：他の官庁機関の利用）の機

能にかんする法律が発効しているが、データ保

護を審査する審議会が設立されている（S．78～

S．79）。
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　このように、データ保護の強化は、一般的に

統計活動に経済的技術的な負担を増加させる。

他方、『Red｛brn報告』は、「注目すべき事実」と

して、行政目的の一般的な個人情報と科学研

究・統計目的用の個人情報を区別することに

よって、統計作成ために個人情報を利用する可

能性を拡大し、データ保護にかかわる負担を軽

減させる新しい動向を紹介している（ドイツ、

スウェーデンとフランスのデータ保護法の変

容：被調査者のデータにたいするの閲覧・訂正

権を否定する規定への変更等）（S．79）。

　いつれにせよ、統計機構の独立化と遮蔽化

が、行政登録簿の利用がデータ保護のための社

会経済的なコストを節減し、行政登録簿型セン

サスが統計登録簿型センサスとして成立する法

律的制度的な条件である。それが、『Red免rn報

告』の要諦である。

（2）行政登録簿型人量感ンサスの社会的な条件

　統計制度は、人ロセンサスを実施するための

主体的な行政システムであるから、個人識別番

号制の導入と行政登録簿の連結は、登録簿型セ

ンサスの統計システムとして、統計客体の政治

的経済的な意識と社会的な環：境に適合しなけれ

ばならない。『Redibrn報告』によると、「情報は

権力であるから、行政登録簿の結合は、国家と

市民の関係にかんする議論のなかでは、きわめ

て感情的な論点である」。

　はじめに、『Redfbrn報告』は、行政登録簿型

センサスにたいする批判者の見解を、つぎのよ

うに概括している。

批判1）登録簿型センサスでは、乱入データが、

　　単一の統計機関に集中し、「一件書類の様

　　式」に連結される。ドイツ連邦憲法裁判所

　　の国勢調査違憲判決における「誇張表現」

第72巻　第4号

　　を借りると、それによって、「個々の市民

　　の全人格が登録化され、目録化される」。

批判2）伝統型センサスが公開で実施されるの

　　にたいして、行政官庁は、登録簿型センサ

　　スを密かに実施するという主張が、後者に

　　たいする異議を引き起こす（S．79）。

批判3）登録簿型センサスが実現するために

　　は、統合型行政登録簿システムの存在が前

　　提条件であるから、それが、行政官庁と

　　「日常的に接触」する社会生活において、

　　市民に新しい二つ義務、すなわち住所変更

　　届の確実な履行と個人識別番号の経常的な

　　利用を課すことは、行政登録簿型センサス

　　を導入する基本的な障害である。

　『Red　brn報告』では、統合型行政登録簿システ

ムの存在が行政登録簿型センサスが成立するた

めの技術的組織的な条件であるから、批判3）

にたいする『Red飴rn報告』の反論から見ていこ

う。

　批判3）における「二つの新しい国民の義務」

は、行政登録簿システムを統合するための必要

条件であって、住民登録簿システムと個人識別

番号制を改善するための国家行政的な措置であ

る。したがって、それは、行政情報システムの

課題であって、センサスシステムとっては、外

生的な与件である。逆に「政治的な理由にもと

づいて、行政登録簿システムが住民登録簿と個

人番号制によって改善されるなら」、精度が高

い登録簿型センサスは、統合型行政登録簿シス

テムの「副産物」となる。ゆえに、『Redfbrn報告』

は、行政登録簿システムの統合をめぐる政治的

な論点として、センサス論とは別個に考察する

（本稿次節）。

　批判2）については、もともと調査型センサ

スにたいする批判が、すでに政府官庁がセンサ
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ス事項にかんする多くのデータを保有している

にもかかわらず、経費・労力とそのための国民

の負担が大きく、「危険性が高い」調査型セン

サスを実施する根拠を問うていることを併せて

考慮すると、その反論も、統合型行政登録簿シ

ステムの経済的合理性と政治的適合性を検証す

る考察に委ねられる。

　したがって、『Red免rn報告』では、「登録簿型

センサスが実施できるように、行政登録簿シス

テムの構築が技術的に進展するときには、人ロ

センサスにたいする国民の受容度は、データ連

結を規定する制度的法律的なフレームに依存す

る」。それが、批判1）にたいする応答であっ

て、第1の制度的法律的なフレームは、統計機

関の政治的な独立性にたいする国民の肯定的な

評価を受けるために、「統計機関が、とくに

データ保護について議論の余地がないほど完全

であるという定評を得ることである」。第2の

フレームは、プライバシー保護と秘密保護が、

個人関連データにかんする法律によって規定さ

れ、独立のデータ保護機関がその遵守を監視し

ていることである（S．80～S．81）。

　さらに、『Redfbrn報告』は、データ連結にた

いする国民の不安を除くために、二つの技術的

な措置を提案する。それは、1）行政登録簿シ

ステムと（統計目的の）統合データファイルを

持続的に連結させるのではなく、両者を分離

し、統計需要が発生したときにだけ、特別に連

結する措置をとることと、2）連結データから

明白な識別標識（氏名等）を削除する方法を開

発することである。

　ところで、『Redfern報告』は、統合型行政登録

簿システムが実現していない国についても、登

録簿二人ロセンサスのために行政データファイ

ルを連結する社会的な可能性を判断するために、

いくつかの事例と政府統計家の見解を紹介して

いる。それによると、スウェーデンの行政登録

簿型センサスにたいする意識調査（1981－82年）

の結果では、調査型センサスと登録簿型センサ

スへの賛成比率が1：2（調査では、回答者に、行

政記録から登録簿型センサスのために抽出され

る個人データを提示）であったが、「この回答結

果が、他の伝統的な国に妥当するか否かを判断

することは困難である」。また、「データ連結の

妥当性にもともと疑問が強い国」でも、データ連

結の実践（イギリス：Longitudinal　Survey，フラン

ス：Panel　Demographique、アメリカ：統計調査と

行政登録簿の連結）が存在する。しかし、「もち

ろん、国民の少数の範囲（1％以下の標本）にか

んするプロジェクト研究は政治的に受容される」

が、データ連結を「全人口に拡大することは受容

されないであろうし」、イギリスでは、そのデー

タが公開されていないことが否定的に評価され

ている。そして、「多くの統計機関の統計家は、

包括的にデータを連結するために、プロジェク

ト研究を開始することが賢明であるかどうかに

ついては、慎重に発言している。彼らは、その確

立に長時間を要した、個人データの保護にたい

する国民の信頼が損なわれることを恐れている

からである」と（S．81～S．82）。

　このように『Red｛brn報告』は、行政登録簿シ

ステムが統合されていない国家行政機構におい

て、登録簿型センサスのために、個人データの

連結が進められることには、その社会的な受容

性にたいして懐疑的である。

（3）行政登録簿二人ロセンサスの政治制度的な条件

　ここでは、行政登録簿システムの改良＝統合

化を進展させる「行政的政治的な根拠
（Administrativen　und　Politischen　Gr廿nden）」　と、
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システムの統合化にたいする統計関係者の立場

と役割が、考察の課題である（S．83～）。

　先節までに考察してきたように、『Red免rn報

告』によると、調査対象国（北欧を除く）にお

いて行政登録簿型人ロセンサスに移行するため

には、「行政登録簿システムの根本的な改善が

基本的な前提条件である」。それは、「信頼性が

高い住民登録簿と個人識別番号制によって統合

されるデータファイルシステム」の構築であっ

て、国民が、最新の住所情報によって住民登録

簿を即時的に更新し、個人識別番号を「日常的

に接触する行政官庁において使用すること」が

義務づけられていなければならない。しかし、

統計作成の変革を、行政登録簿システムの統合

化を進め、そのために国民に新しい義務を賦課

する政治的な根拠とすることでは、「政治家と

国民を説得することはできない」。両者を進展

させる社会的な動因は、「行政と一般的な政策

措置に関係する政治的な根拠」であって、その

考察は、「センサスと統計の領域には入らない

が」、「統計家が新しい展開において一つの役割

を担い、適切な位置を占めるためには」、必要

な思考作業である。

　『Red免rn報告』によると、行政登録簿システム

の統合化を進展させる政治的経済的な動因は、

行政過程の効率化と公正化である。逆に、「統

合システムの欠如、個人識別の不確実性、およ

び住所の不明確性が、行政費用を高め、行政の

効率を悪くする」。また「重複登録と関連デー

タファイルのデータ連結性にかんする制約」

が、社会的な不公正と不利益をもたらす。行政

登録簿システムの統合性が損なわれることは、

「脱税、便宜の詐取、犯罪の高い可能性」を発

生させ、「必要でない特権と給付が享受される

こと」によって、、租税、その他の経費負担を節
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約する機会を失わせる。また、住民登録簿制度

が存在しない国では、「政府が政策行為を選択

する可能性」が狭められ、他の行政登録簿の精

度を改善する方策の効果を著しく弱めている

（その例：イギリスでは、地方住民登録簿がな

いために、入国管理が居住地ではなく国境にお

いて実施されていることが、地方自治体の改革

に制約となっている。後者の例としは選挙人名

簿の精度が示されている）（S．83～S．84）。

　つぎに、行政登録簿システムの統合化にとっ

て必要な国民の二つの義務は、「ある者にとっ

ては、国民にとっての追加的な負担であり、個

人の自由への受容しがたい干渉」であるかもし

れない。しかし、それは、むしろ統合型システ

ムの短所ではなく長所である。統合型システム

では、住所変更届は一つの登録官庁でなせばよ

いし、個人識別番号の使用は、他の識別標識

　（出生日、出生地、あるいは官庁ごとに異なる

整理番号）を使用することより簡便であるから

である（S．84）。

　『Red｛brn報告』によると、個人識別番号制にた

いする懸念は、「住民登録と身分証明」が接合し

ているという想念（Vorstellung）に起因する。し

かし、ベルギーでは、それが「強制的に結合」

されていなくても、住民登録簿システムが有効

に機能しているし、また、デンマークでは、身

分証明書は存在していない。したがって、二つ

の義務にたいする反対者は、「その行為がまっ

たく信用できない者」であって、「一般的にその

個人の自由に対する受け入れがたい干渉に、最

も早く苦情申し立てる」者である。したがっ

て、「統合型登録簿システムにかんする懸念」に

対応するためには、「その長所を断念すること

ではなく、誤用の危険を最小にする保護措置を

とることである。とくにデータ保護法が、それ
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である」。

　このように考察してくると、「統合型行政登

録簿システムには避けられない根拠が存在す

る」。したがって、「行政登録簿型人身センサス

が成立するための根拠は、いわゆる効率的で公

正な公共行政システムの創設というきわめて大

きな目標の一つ側面」であって、「それは、基

本的に新しい登録簿システムの導入の問題では

ない。それは各国に、すでにかれこれの形態で

存在する。自然人口動態、所得税、社会保険、

資産の把握と課税等の登録簿が、そうである。

むしろ、問題は、情報技術が最適に利用される

ように、これらの行政記録が整合的で、関連性

をもって組織化されていることが重要である」。

統合型行政登録簿システムの組織的な鍵単位は

住民登録簿であって、「住民登録簿が導入ない

しは改善される実現の程度を判断するために

は、正確で経常的に更新される登録簿の運営に

必要な官僚的な手続きにしたがう国民の協力意

識を見ることである」。「それは、国々よって異

なり」、住民登録簿の導入と精度は、「住民が国

民としてそなえる責任意識と行政権力にたいす

る態度」に依存する。したがって、究極的には、

行政登録簿型人面センサスへの移行は、効率・

公正的な行政登録簿システムの構築をめぐる国

家行政機構と国民層の政治的経済的な関係に

よって規定される。

　他方、統計家は、このような行政登録簿シス

テムの政治的な変革において、一定の役割を担

うことができるだろうか。『Red免rn報告』によ

ると、「統計家の最も重要な課題」は、「行政的

な要請だけでなくて、統計的な要請を、変革に

おいて考慮に入れること」と「各官庁の業務に

従事する行政官が立つことができないような観

点から、行政登録簿システム全体を考察し、シ

人ロセンサスの方法転換問題と『EC：Red飴rn報告』（その3）

　　　　　　　　　　　　　ステムの展開に全般的に寄与すること」であ

る。統計機関は、政治的個別的な特殊利害にか

かわる政策情報ではなくて、「客観」的な社会総

体にかんする認識情報を作成する。統計機関が

行政官庁の政治的な利害が錯綜する状況におい

て、このような課題を実現する権限と能力を獲

得できるかどうかは、統計政策の独立性と一般

性にかかわる問題点であって、行政登録簿型セ

ンサスを実現するための前提条件である（S．84

～S．85）。

　これが、『Red艶rn報告』の行政登録簿型人ロセ

ンサスにかんする展望である。『Red免rn報告』

は、伝統直人ロセンサスが危機的な社会状況に

あるにもかかわらず、登録簿型センサスに移行

する展望については、悲観的である。同報告は

言う。「このような包括的な問題点は、客観的

な根拠にもとづき、国民によって、十分に議論

がなされることが、重要である。あえて言う

と、あまりにもしばしば、課題が政治的な基本

方針にかかわることによって、放棄されてお

り、合理的な考察の可能性がなくなっている」

と（S．85）。

第3節総括と展望

　『Redfbrn報告』は、行政登録簿証人ロセンサス

の社会的制度的な条件を考察することによっ

て、われわれに、統計システムと行政登録簿シ

ステムの関連性にかんする2様の示唆を与えて

いる。

　その第1は、センサス情報と行政登録簿情報

の関連性にかんする論点である。『Red蝕n報

告』は、登録簿型センサスの情報的技術的な条

件（統計単位間の対応づけと行政登録簿データ

の連結）を、行政登録簿システムの統合化問題
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に直結している。そして、統計システムの行政

情報システムにたいする従属性が肯定されるこ

とによって、行政登録簿システムの個人情報が

帯びる特殊な行財政的な特徴と、それがおよぼ

すセンサス情報としての優位点と劣位点が明確

に捉えられている。われわれは、『Redfbrn報告』

から、行政登録簿型センサスの優位点がもたら

すつぎのような「典型的な問題点」を析出して

いる。

①個人情報がいろいろな行政登録簿情報の連結

　によって包括的に把握されること、

②統計システムの内部であれ、個人識別番号と

　匿名化されない調査個票データが恒常的に存

　続すること、

③行政登録簿によって異なる記載方法、把握事

　項の定義と把握時点が調整されるべきこと、

④行政登録簿のデータ更新が経常的になされな

　ければならないこと、

⑤行政登録簿によって異なる個人情報の精度と

　完備性が調整されなければならないこと。

　さらに、『Redfbrn報告』は、行政登録簿型セ

ンサスは、問題点③～⑤を、4つの論点、1）

行政登録簿の記載事項の範囲と精度にかんする

問題、2）登録簿記載事項の概念定義とその変

更の問題、3）登録簿記載事項の同時性と把握

期間の問題、および4）行政登録簿の社会認識

方法としての限界性に分けて考察している。ま

た、問題点①と②については、統合型行政登録

簿システムの情報技術的な条件と社会的制度的

な条件として関説されている。その考察は、セ

ンサス事項の把握度にかんする伝統型センサス

との比較を合わせることによって、行政登録簿

の個人情報とセンサス素謡の単位情報の差異性

を把握する具体的な契機と素材を与えている。

それは、『Red飴rn報告』の先見性として、積極的

第72巻　第4号

に評価すべきであろう。

　しかし、『Redibrn報告』における行政登録簿型

人ロセンサス論は、センサス方法論として昇華

されていると肯定することはできない。『Red蝕n

報告』は、行政登録簿システムと登録簿型セン

サスの相違を個別的には明らかにしてはいる。

しかし、それは、両者をシステム全体として明

確に区別して考察していないために、行政登録

簿型センサスの情報性格がもたらす5つの問題

点が、全数調査型センサスにたいする行政登録

簿型センサスの「劣位点」として位置づけられ

ている。行政登録簿型センサスを人ロセンサス

の一形態として全面的に考察するためには、行

政登録簿と登録簿型センサスを次元が異なる情

報システムとして把握することが必要である。

そして、5つの問題点も、統計情報論的には、

行政登録簿に特有な情報性格として、統計政策

論的には、行政登録簿の個別情報をセンサスの

単位情報に転化するために克服すべき実践的な

課題として捉えられなければならない。そのた

めには、人ロセンサスの情報的技術的な基本性

格である3原則、一般性、完全性と同時性の原

則が意識的に措定されていなければならない。

行政登録簿の情報性格をセンサス方法論の観点

から捉え返すことが、われわれの現代的な統計

研究の課題であって、ドイツにおける新しい人

ロセンサスのための試験調査は、その社会的な

実践である4）。

　『Redfbrn報告』が示唆する第2の論点は、統計

機構と行財政機構の関連性にかんする問題点で

ある。『Red飽rn報告』は、登録簿型センサスが社

4）　Statistische　Amter　des　Bundes　und　der　Lander，

　”Ergebnisse　des　Zensustests，”WirschaR　und　Statistik．

　8／2004．および拙稿「人ロセンサスの方法転換問題

　と統計学研究の課題」『統計学創刊50周年記念号』

　（経済統計学会）2006年近刊参照。
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人ロセンサスの方法転換問題と『EC：Red｛brn報告』（その3）

会的に受容されるための法制的な条件として、

統計システムの行政システムからの分離・独立

性を洞察している。行財政機構における統計シ

ステムの独立性は、調査統計型の統計機構にお

いても、現代的な統計原則、すなわち「統計と

行政の分離原則」および「統計過程の遮蔽化原

則」として要請されている5）。統計登録簿型の

統計機構においては、さらに①個人情報がいろ

いろな行政登録簿情報の連結によって包括的に

把握され、②統計システムの内部であれ、個人

識別番号と匿名化されない調査個票データが恒

常的に存続することから、その要請がさらに強

まるであろう。このような要請は、行政登録簿

システムの統合性と分散性を問わず、行政登録

簿型センサスが、現代的な統計システムの政治

経済的な環境において備えなければならない社

会的制度的な条件であって、デンマークシステ

ムは、その一つの先駆的な形態であると評価す

ることができよう。先に考察した行政登録簿シ

ステムと登録簿型センサスの情報的技術的な差

異性を合わせて考慮し、『Red飴rn報告』が呈示す

る視角を徹底することによって、未統合型行政

登録簿システムの行財政機構iにあっても、統計

登録簿型人ロセンサスに移行する可能性を展望

することができよう。われわれは、人ロセンサ

スに方法転換を迫る社会経済的な動因を考察の

基底に据えることによって、センサス様式の多

様な変革過程を事物論理的に「切開」し、それ

に接近する視角に立ち得ている。

〔九州大学大学院経済学研究院教授〕

5）拙著『統計調査環境の実証的研究一日独比較分析一』

　（産業統計研究社）、1990年、とくに第5章「1983年国

　勢調査の二二と違憲判決」、第8章「1987年国勢調査

　法の意義と課題」、および第9章「1987年連邦統計法

　の成立と展望」参照
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